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平素は、銚子商工信用組合に対しまして格別のご愛顧とお引立てを賜

りまして厚くお礼申し上げます。

皆様方には当組合の経営内容をより深くご理解いただくため「２００７デ

ィスクロージャー」を作成致しましたので、ご高覧いただきますようお

願い申し上げます。

平成１８年度のわが国経済は、大手企業を中心とした業績の改善によ

り、戦後最長と言われた「いざなぎ景気」を超える景気上昇となりまし

たが、中小企業及び地方経済は依然として厳しい状況にあり、二極化現

象は当面続くものと思われます。

このような中、当組合はリレーションシップバンキングとして地域密

着の営業を進め、地域の皆様の多様なニーズに対応し、健全経営に徹し

てまいりました結果、業務純益は１０億１６百万円を計上することとなりま

したが、組合の将来に資するべく、不良債権を積極的に処理いたしまし

たことにより、税引前当期純損失は１０億７百万円となりました。

しかしながら、自己資本は７５億８０百万円を有しており、自己資本比率

は国内基準の４％を大きく上回る８．２９％を確保することができました。

平成１９年度は第１０次中期経営計画の最終年度として、コンプライアン

ス経営の推進を柱に、全役職員が一丸となりまして地域密着型金融の一

層の推進に努めてまいります。さらに業務の合理化・効率化を進め、地

域の皆様のご期待にそえますよう全力を尽くしてまいりますので、今後

ともご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成１９年６月

理事長

ごあいさつ

事業方針

私たちは 礼儀を重んじ、約束を守り

誠意と情熱をもって行動します

■職員信条

「銚子商工」はその社会的責任と公共的使命を正しく

認識し、各種法令、社会的規範をはじめ、就業規則や服

務規律または内部事務規定を遵守し、金融業務の健全か

つ適切な運営を行い、地域社会の信用・信頼を得るよう

努めます。

コンプライアンス経営の推進

■経営方針

「銚子商工」は、地域金融機関として地域社会の最大

多数の最大幸福の実現のために奉仕し、地元及びお客様

より信頼される信用組合の確立に努めます。

地域社会の幸せづくりに奉仕する

■経営理念

１．健全経営・体質の強化

収益力の強化、取引基盤の強化、組織力の強化、健

全性の確保により、お客様に信頼され、選ばれる金融

機関を目指します。

２．地域貢献

地域の皆様への金融を通じた経済的貢献、地域行

事、福祉活動への参加による社会的文化的貢献によ

り、地域社会において存在感のある、必要とされる金

融機関を目指します。

３．人材の育成

地域社会やお客様の期待に応えられる「魅力ある人

材」の育成を目指します。

■基本方針

「銚子商工」は健全経営に努め、信頼される金融機関

として地域のため、地域の皆様と共に歩んでまいります。
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■ビジョン

2



■昭和２８年１１月／銚子市陣屋町１３８番地にて銚子商工信

用組合創業 初代理事長田杭忠一

■昭和２９年１０月／本店移転（銚子市新生１丁目６９番地）

■昭和４２年１１月／本店新築移転（銚子市東芝町１番地の１５）

■昭和４７年１２月／山口七郎専務理事二代目理事長に就任

■昭和５０年２月／オフラインシステム稼動

■昭和５９年６月／オンラインシステム稼動

■昭和６３年１０月／外国通貨両替業務取扱い開始

■平成５年１０月／日銀歳入復代理店業務取扱い開始

■平成６年３月／国債窓販業務取扱い開始

■平成７年５月／新オンラインシステム稼動

■平成１２年５月／信組共同センターへ加盟

■平成１３年１２月／保険窓販業務取扱い開始

■平成１４年４月／植田久夫専務理事三代目理事長に就任

■平成１４年８月／千葉県商工信用組合より東金地区５店

舗の事業譲渡を受け、総営業店舗数２２

店舗とし新たにスタートする

■平成１５年１１月／創立５０周年を迎える

■平成１８年１２月／投信窓販業務取扱い開始

当組合のあゆみ（沿革）

「銚子商工」は、協同組織による組合員の皆様のための身近な金融機関として、経営基盤の拡充強化、サービスの

向上に努めてまいりました。組合員の皆様をはじめ、お客様のご支援をいただき、次の業績を上げることができました。

平成１８年度 経営環境・事業概況

員外預金比率の改善に努めました結果、組合員は前期

比９５５名増加し３６，２９０名となり、出資金は６億６６百万円と

なりました。

組合員及び出資金

年金口座獲得や幅広い層への基盤拡大に努めました結

果、期末残高は前年より２６億５０百万円増加し２，０７１億円

となりました。

預金積金

資金の効率的運用・経費削減に努めました結果、業務

純益は１０億１６百万円と良好な結果となりました。しかし

ながら組合の将来に資するべく不良債権を積極的に処理

いたしましたことにより、税引前当期純損失は１０億７百

万円となりました。自己資本は７５億８０百万円となり、自

己資本比率は国内基準である４％を大きく上回る８．２９％

を確保いたしました。

収益状況

事業者向けの融資推進、住宅ローン・各種個人ローン

を積極的に展開いたしましたが、期末残高は前年度末を

若干下回る１，０８６億円となりました。

貸出金

法令等遵守体制

法令等遵守（コンプライアンス）とは、法令や社会規範等のルールを守ることと、社会一般的に求められる倫理やモラル、当組合内部の規定
等を守ることも含まれております。特に公共性の高い業務を行なう金融機関は、広く経済社会に貢献するという責任を負っており、より高度
なコンプライアンスの徹底が求められております。そこで当組合は、地域金融機関としての社会的使命を果たし、お客様の多様なニーズに応
えるきめ細かなサービスを提供し、地域社会の信頼を得ていくために、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、当組合の経営理念、
倫理憲章、行動規範、並びに金融業務に関する遵守すべき主なルール等をマニュアル化したコンプライアンス・ハンドブックを作成、更にコ
ンプライアンス態勢の実現のための実践計画であるコンプライアンス・プログラムを毎年策定し、実践しております。またコンプライアンス
態勢の推進を徹底するため、コンプライアンス委員会を設置するとともに各部店にコンプライアンス担当者を任命し、全職員一丸となってコ
ンプライアンス重視の企業風土の醸成に努めてまいります。

リスク管理体制

金融自由化の進展により金融業務や商品の多様化、高度化が進み、信用リスク、事務リスク、金利リスク、流動性リスク、システムリスク
など金融機関にとってリスクが増大しております。こうした状況下、今後とも地域金融機関として健全経営を推進していくためには適切なリ
スク管理を行っていく必要があります。当組合では、「リスク管理の基本方針」に基づき、多岐にわたるリスクを総合的に管理するために「リ
スク管理委員会」を設置、リスク管理規程により健全な資産、負債のバランス、より良好なリスク管理体制の一層の充実に努めております。

法令等遵守体制・リスク管理体制

■信用リスク管理

信用リスクとは企業や個人への貸出が回収不

能、または利息取立不能になるリスクのことで

す。当組合では審査部門と営業推進部門を分離

させ、ポートフォリオ管理、厳正な自己査定に

より貸出資産の健全性の維持に努めておりま

す。また融資実務・財務分析研修をはじめとし

たさまざまな研修を行い、審査能力の向上に取

り組んでおります。

■事務リスク管理

事務リスクとは、事務上のミスや不正による

損失を受けることです。当組合では本部及び本

支店に対し、定期的に内部監査を実施し、事務

処理・管理状況を厳しくチェックしておりま

す。また事務取扱規程の遵守、事務指導・研修の

強化により、厳正な事務管理に努めております。

■市場リスク管理

市場リスクとは、金利・有価証券等の価格、

為替相場などの市場リスクの要因の変動によ

り、保有する資産価値が低下し損失を被るリス

クのことです。当組合ではALM委員会において

金融・経済動向や金利予測等について検証し、

各リスク対応策を講じるとともに、より健全な

資産、負債のバランス、収益確保及び管理体制

の充実に努めております。

■流動性リスク管理

流動性リスクとは予期せぬ資金の流出や市場

情勢等により資金調達が困難になるリスクのこ

とです。担当部である資金経理部において、運

用・調達、資金繰りの状況を的確に把握し、適

切な流動性資金の確保に努めております。

■システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステム

の障害または誤作動、システムの不備、不正利

用等により損失を受けることです。当組合は信

組共同センターのコンピュータシステムを利用

し、災害等に耐えうる安全性を確保しておりま

す。また組合内においても情報管理の徹底に努

めております。
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事業の組織

組織図 平成１９年４月１日現在
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組  合  員 

監　事　会 常 勤 監 事  

常　勤　役　員　会 

理 事 長 植田 久夫

専務理事 伊東 輝侑

常務理事 飯田 靖宣

常勤理事 篠塚 春雄

常勤理事 平津 晃

理 事 岡田知之助

理 事 平沼 衛

理 事 吉川 栄一

理 事 田杭 宏行

理 事 石上 藤太

理 事 関谷 善朗

理 事 泉 功

常勤監事 山口 和紀

監 事 仲田 博史

監 事 小田島國博
（員外監事）

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名） 平成１９年６月２８日現在
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当組合は、最高意思決定機関として、総会に代わる総代会を設けております。総代会は、組合員の中から
選挙で選ばれた総代で組織され、総代は定款および総代選挙規程の定める方法によって各支店地区それぞれ
の組合員の中から選任されます。総代の定数は１００人以上１２０人以内、任期は３年と規定されております。
総代会は、毎年事業年度終了後３ヶ月以内に開催される通常総代会と、他に臨時総代会があります。総代会
では、議事として、定款の変更、理事・監事の選任等、当組合の運営に関する重要な事項について上程され
ます。その議事は、総代会での審議ののち議決されますが、議決に必要な定数は、総代の過半数以上が出席
し、その議決権の過半数の賛成を要します。定款の変更等特別の議事については、その議決権の３分の２以上
の多数による議決を要すこととなっております。したがって総代会は組合員一人一人の意見が当組合の経営
に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選任された総代によって運営される最高意思決定機
関であります。
このように、当組合の運営について総代会は重要な位置付けにあります。

総代会について

総代会の仕組み

小関 智之

秋山

支
店
地
区

八

街

加瀬平四郎

飯倉 基正

片山 勲

蛭田 稔

加瀬 孝雄

辻 隆明

石毛 光治

伊藤 哲郎

日野 寛

門脇瑛太郎

鈴木 頼光

土川 峰仙

加瀬 照雄

鈴木 一

鈴木 峰雄

仲條 一夫

新井 道源

椎名 一雄

�� 宏和

椎名 茂

干
潟
支
店
地
区

鶴嶋 亀男

津軽 栄一

小林 正徳

菅谷栄次朗

�橋 秀治

室田 謙一

原野 正雄

角田万寿男

前田 泰弘

宮本 和一

関根 誠

小林 利弘

長島 彪

鈴木 三郎

柏木 幹雄

篠塚 友孝

出口 亘男

郡司 茂

�橋 泰美

文山 吉克
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原
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地
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加瀬 久男

江畑 徳元

垣内 幸夫

嶋田 一

佐野 幸雄

飯嶋 正和

小島 弥平

滑川 栄治

佐竹 貞夫

宮� 裕光

古川 明

岡野 尉

猿田 正城

林 寛躬

篠塚 文夫
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勝浦 敏雄

戸谷 隆洋

岡根 清

名雪 金穣

櫻井 隆

石毛 誠

桜井喜一郎

田杭 和彦

山口 紘

名雪 順夫

丁子源三郎

林 晃作

伊藤 正信

平野 高志

山口 勇治

愛
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谷口栄太郎
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宮内 栄一

辻野 貞治

渡辺 勧智

長谷川彰一

山本 耕一

遠藤 孝二

宮内 政悦

美呂津太兵衛

宮内 滋男

徳元 敏男

大川 誠一
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宮内 勝義
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加瀬 忠一

金子平太郎
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細田 清巳

後藤 武夫

岩立 俊男
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地
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支
店
地
区

総代のみなさま
（敬称略・順不同）平成１９年５月３１日現在

総代会の報告・決議事項

平成１９年６月２８日開催の第５４回通常総代会において、
次の報告ならびに決議事項が付議され、決議事項につい
ては、それぞれ原案通り承認可決されました。

〈報告事項〉平成１８年４月１日より平成１９年３月３１日に至る
第５４期事業報告、貸借対照表、損益計算書
報告の件

〈決議事項〉
第１号議案 第５４期剰余金処分案の承認を求める件
第２号議案 第５５期事業計画および収支予算案の承認を

求める件
第３号議案 理事および監事の報酬の承認を求める件
第４号議案 定款一部変更の承認を求める件

３６，２９０３５，３３５合 計

２，８５７２，７５４法 人

３３，４３３３２，５８１個 人

平成18年度末平成17年度末区 分

組合員の推移 （単位：人）
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２１５，８１１，５４３２１３，６９０，５５４資 産 の 部 合 計

（△３，１５３，４４７）（△３，２０１，９９３）（うち個別貸倒引当金）

△３，６０５，３３２△３，５５４，０９８貸 倒 引 当 金

３６１，９５４３９４，９６４債 務 保 証 見 返

１，００６，０００９９３，０００繰 延 税 金 資 産

１４，４８９その他の無形固定資産

６，２３１ソフトウェア

２０，７２０無 形 固 定 資 産

２４６，５３９その他の有形固定資産

２，０３１，７４７土 地

１，１１２，４７５建 物

３，３９０，７６３有 形 固 定 資 産

３６，７７２３８，４２２その他の資産

４９９，９１１３５９，４３３未 収 収 益

１０５，０００１０５，０００商工中金出資金

８５６，７００８５６，７００全信組連出資金

１６，１０７１１，９５９未決済為替貸

１，５１４，４９１１，３７１，５１５そ の 他 資 産

３，５８０，３４９３，７４１，４８６当 座 貸 越

８９，０８７，１６８８７，８５６，４６０証 書 貸 付

１４，３９５，５００１５，８３１，４５６手 形 貸 付

１，５４９，３３８１，５２４，７１７割 引 手 形

１０８，６１２，３５６１０８，９５４，１２０貸 出 金

１，５３２，９４５１，８１７，７１８その他の証券

８４６，１２０７８０，８０２株 式

２７，６７１，７２８２７，４１７，２７５社 債

１，７９２，８６０２，７５２，８６０地 方 債

２１，８４２，９６０２２，６５７，３９６国 債

５３，６８６，６１４５５，４２６，０５３有 価 証 券

８７，５４５１１０，４２０買 入 金 銭 債 権

４７，８８０，３０３４３，１０２，０５５預 け 金

２，８５６，１２５３，４０５，８４０現 金

平成18年度平成17年度（資産の部）

金 額科 目

２１５，８１１，５４３２１３，６９０，５５４負債及び純資産の部合計

７，１４８，０８７７，８１５，６７９純資産の部合計

△４１０，９３７評価・換算差額等合計

△４１０，９３７△８１２，２６２その他有価証券評価差額金

７，５５９，０２５８，６２７，９４２組合員勘定合計

７２，４４５１８４，４７２当期未処分剰余金

（７５，６８３）（８０，４３３）（退職給与積立金）

（２，４００，０００）（３，４００，０００）（諸償却準備積立金）

６，１８５，６８３７，１９０，４３３特別積立金

６，２５８，１２８７，３７４，９０５その他利益剰余金

６３４，７４８６１８，２８９利 益 準 備 金

６，８９２，８７６７，９９３，１９４利 益 剰 余 金

６６６，１４９６３４，７４８普 通 出 資 金

６６６，１４９６３４，７４８出 資 金

（純資産の部）

２０８，６６３，４５６２０５，８７４，８７４負 債 の 部 合 計

３６１，９５４３９４，９６４債 務 保 証

３８１，０３１３８２，９４７退職給付引当金

１２５，９１７１０５，２８３賞 与 引 当 金

２０６，１８８６９，８００その他の負債

４９１７６払 戻 未 済 金

１３０，２２８１２６，５４１前 受 収 益

７８，６６７１４２，２４１未払法人税等

９，４９４１２，８６４給付補てん備金

１７０，４３８１０６，０２３未 払 費 用

４５，９２６３１，４０２未決済為替借

６４０，９９１４８９，０４８そ の 他 負 債

１７１，６６５４４７，１３８その他の預金

１２，３５１，８５７１４，５３６，０００定 期 積 金

１３２，５６３，７６８１２８，８７１，２９０定 期 預 金

３７，５４７７０，８０７通 知 預 金

５９，９４４，５７７５８，８７１，３２３普 通 預 金

２，０８４，１４４１，７０６，０７０当 座 預 金

２０７，１５３，５６１２０４，５０２，６３０預 金 積 金

平成18年度平成17年度（負債の部）

金 額科 目

貸借対照表 （単位：千円）

経理・経営内容

※制度改正により、前年度計数の把握ができないものについては、「 」で表示しております。
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７２，４４５１８４，４７２当期未処分剰余金

１１，７５０退職給与積立金取崩額

１，０００，０００諸償却準備積立金取崩額

１４２，２３２１６３，４７９前 期 繰 越 金

△１，０８１，５３７２０，９９３当 期 純 利 益

△１３，０００△１０，０００法人税等調整額

８６，９５０１５０，３５４法人税・住民税及び事業税

△１，００７，５８６１６１，３４７税引前当期純利益

７１，６４３減 損 損 失

５，８６４７，８３９固定資産処分損

５，８６４７９，４８２特 別 損 失

６７，９１１２４，４８７償却債権取立益

１９固定資産処分益

６７，９３１２４，４８７特 別 利 益

平成18年度平成17年度科 目

（注）

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．平成１８年度の出資１口当りの当期純損失 １，６７３円５０銭

損益計算書 （単位：千円）

△１，０６９，６５３２１６，３４２経 常 利 益

１０，０１９５４，３４５その他の経常費用

４４１３８その他資産償却

８，６０９４，４１４株式等売却損

１，４６０，８８７４９８，０２３貸 出 金 償 却

８５３，５５４３３９，１０９貸倒引当金繰入額

２，３３３，１１３８９６，０３１その他経常費用

４０，１２３４４，８６６税 金

８９４，８３４９１０，８９１物 件 費

１，８６２，３８０１，９６４，８８９人 件 費

２，７９７，３３８２，９２０，６４７経 費

１３２０その他の業務費用

１３７，８９５３２，２５３国債等債券売却損

１３７，９０９３２，２７４その他業務費用

２１３，６６０２０２，２９６その他の役務費用

３７，８１４３６，２０５支払為替手数料

２５１，４７５２３８，５０２役務取引等費用

０その他の支払利息

５，０２２６，０７６給付補てん備金繰入額

２０１，４２５５６，５６２預 金 利 息

２０６，４４９６２，６３８資 金 調 達 費 用

５，７２６，２８６４，１５０，０９５経 常 費 用

２３，３１９１４，２６５その他の経常収益

１３８，１５３１０４，３３８株式等売却益

１６１，４７３１１８，６０３その他経常収益

２１，３８７２３，４１７その他の業務収益

６６，６４１９３，３７７国債等債券売却益

３７２５４外国為替売買益

８８，０６６１１７，０４９その他業務収益

１３３，０８９１３０，０８６その他の役務収益

９３，９８３９４，１０８受入為替手数料

２２７，０７２２２４，１９５役務取引等収益

４０，８４９４１，５８３その他の受入利息

５１８，２１１５２８，０８６有価証券利息配当金

３０５，６７２１７０，６０３預 け 金 利 息

３，３１５，２８５３，１６６，３１５貸 出 金 利 息

４，１８０，０２０３，９０６，５８９資 金 運 用 収 益

４，６５６，６３２４，３６６，４３７経 常 収 益

平成18年度平成17年度科 目

１８，７７５，６０１１４２，２３２，３７８次 期 繰 越 金

（２，８４３，０００）（７，０００，０００）（退職給与積立金）

２，８４３，０００７，０００，０００特 別 積 立 金

３１，４０１，０００１６，４５９，０００利 益 準 備 金

（年３．０％の割合）（年３．０％の割合）

１９，４２５，４３６１８，７８０，８３５出資に対する配当金

５３，６６９，４３６４２，２３９，８３５剰 余 金 処 分 額

７２，４４５，０３７１８４，４７２，２１３当期未処分剰余金

平成18年度平成17年度科 目

剰余金処分計算書 （単位：円）
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貸借対照表の注記事項
１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の

注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法

により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は

償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処理しております。

３． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用

しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 １５年～４７年

動 産 ５年～８年

４． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５

年）に基づいて償却しております。

５． 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を

付しております。

６． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生して

いる債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況

にある債務者（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接

減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営

破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以

外の債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間におけ

る各 の々貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協

力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果によ

り上記の引当を行っております。

なお、債務者区分で破綻先及び実質破綻先に対する担保付債権に

ついては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め

られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額

しており、その金額は８，９１８百万円であります。但し分類額がⅣ分類で１

千万円以上の債権について限定しております。

７． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

８． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上して

おります。なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであ

ります。

過去勤務債務 発生しておりません。

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間

内の一定年数（１０年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理

また、当組合は複数事業主（信用組合等）により設立された企業年

金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制

度における当組合の年金資産（掛金拠出割合按分額）は５，６４９百万円

となっております。

９． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

１０． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１１． 貸出金のうち、破綻先債権額は３８７百万円、延滞債権額は９，８９３百

万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間

継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済

の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払

いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１２． 貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は８１百万円であります。

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払

日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞

債権に該当しないものであります。

１３． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１，０４６百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

１４． 破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件

緩和債権額の合計額は１１，４０８百万円であります。

なお、１１．から１４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり

ます。

１５． 有形固定資産の減価償却累計額 ３，３５５百万円

１６． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 １５５百万円

１７． 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営

業用車両についてリース契約により使用しています。

１８． 手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引とし

て処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形及

び荷付為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は１，５４９百万円であります。

１９． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。

担保提供している資産 預 け 金 １００百万円

有価証券 １百万円

担保資産に対応する債務 預 金 ２１百万円

上記のほか、全信組連への為替取引等のために、預け金６，１９２百万

円を担保提供しております。

２０． 出資１口当たりの純資産額 １０，７３０円４６銭

２１． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証券」が含まれてお

ります。以下２６まで同様であります。

（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（単位：百万円）

０４８４７３，８４８３，８０１合 計

２２３０２３００そ の 他

０２６２６２，７２６２，６９９社 債

０２２３０２３００地 方 債

１６１６５１８５０１国 債

う ち 損う ち 益差 額時 価計 上 額

貸借対照表

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。

（４）その他有価証券で時価のあるもの（単位：百万円）

５７０１５９△４１０４９，８６１５０，２７２合 計

９３６２６１，２３２１，２０６そ の 他

１７９４５△１３３２４，９７１２５，１０５社 債

１１４△６１，４９２１，４９９地方債

３０２０△３０１２１，３４１２１，６４３国 債

４９２５０△４４１４７，８０６４８，２４８債 券

６８７２４８２２８１７株 式

計 上 額

う ち 損う ち 益評価差額貸借対照表取得原価

なお、上記の評価差額△４１０百万円が、「その他有価証券評価差額

金」に含まれております。

２２． 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

２３． 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 売却損

２１，１７２百万円 ２０４百万円 １４６百万円

２４． 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額

は、次のとおりであります。

・満期保有目的の債券で時価のないものはありません。

・その他有価証券

非上場株式 ２４百万円

２５． 当期中に満期保有目的の債券の保有目的は変更致しておりません。

２６． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の

期間毎の償還予定額は次のとおりであります。（単位：百万円）

４，７８３１，７８８３４，４１７１１，３０８合 計

１９５７９４そ の 他

７９１２３，６７１３，２０８社 債

３００１，３９１１０１地方債

４，７８３５０１８，５５９７，９９９国 債

４，７８３１，５９２３３，６２２１１，３０８債 券

１０年以内５年以内

１０ 年 超５ 年 超１ 年 超１年以内

２７． 金銭の信託の保有はありません。

２８． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）および消費寄託契約によ

り貸し付けている有価証券はありません。

２９． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から

融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違

反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であ
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当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５

条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当しております

ので、「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」等に

つきましては、会計監査人である「新日本監査法人」の監査

を受けております。

法定監査の状況

私は当組合の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの

第５４期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余

金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有

効性を確認いたしました。

平成１９年６月２９日
銚 子 商 工 信 用 組 合
理事長 植 田 久 夫

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

ります。これらの契約に係る融資未実行残高は、３８，３７５百万円であり、

これには総合口座の当座貸越限度額未実行残高も含まれております。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消

可能なものが３８，３７５百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた

め、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フ

ローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが

できる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要に応

じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予

め定めている当組合内手続きに基づき顧客の状況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３０． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、そ

れぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度額超過額 ２，１８７百万円

その他有価証券評価差額金 １２７

退職給付引当金損金算入限度額超過額 １１８

減価償却費損金算入限度超過額 ６８

賞与引当金損金算入限度超過額 ３９

固定資産の減損損失 ２２

その他 ２８

繰延税金資産小計 ２，５９２

評価性引当額 △１，５８６

繰延税金資産合計 １，００６

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 １，００６百万円

３１．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号平成１７年１２月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成１７年１２月９日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から

適用されることになったこと等から、「協同組合による金融事業に関する

法律施行規則」（平成５年３月３日大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽

業法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成

１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年

度から適用されることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を

変更しております。

（１）「組合員勘定」は「純資産の部」とし、組合員勘定及び評価・換算差

額等に区分のうえ表示しております。

なお、当期末における従来の「組合員勘定」の合計に相当する金額

は７，１４８百万円であります。

（２）「利益剰余金」に内訳表示していた「特別積立金」及び「当期未処

分剰余金」は「その他利益剰余金」の「特別積立金」及び「当期未

処分剰余金」として表示しております。

（３）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表

示しております。

（４）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その

他資産」に区分して表示しております。

（５）「動産不動産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資

産」に含めて表示しております。

３２．「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２１号平成１８年９月８日）が

公表日以後終了する会計期間から適用されることになったことに伴い、

当期から同実務対応報告を適用しております。これによる貸借対照表

等に与える影響は軽微であります。
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２７５２９１３０２３０４３１２職 員 数

１９，４２５１８，７８０１８，３２４３０，００７１７，４３７出資に対する配当金

６６６，１４９６３４，７４８６１８，２８９６０５，９１２５９６，１５４出 資 総 口 数

６６６，１４９６３４，７４８６１８，２８９６０５，９１２５９６，１５４出 資 総 額

８．２９７．７８８．７３８．３６８．１５自己資本比率（単体）

７，１４８，０８７７，８１５，６７９９，０７７，５５０８，６８３，７７０８，６６７，５６１純 資 産 額

２１５，８１１，５４３２１３，６９０，５５４２０７，５９０，１５７２０１，１３９，７８５１９４，３８９，０９０総 資 産 額

５３，６８６，６１４５５，４２６，０５３４８，７５５，８３６４０，９６２，８２８３７，５５６，８８０有 価 証 券 残 高

１０８，６１２，３５６１０８，９５４，１２０１０５，１７１，９７７１０４，８３７，２７８１０３，８６５，７９２貸 出 金 残 高

２０７，１５３，５６１２０４，５０２，６３０１９７，２３１，４３２１９１，２１３，６４１１８４，２５１，５５４預 金 積 金 残 高

△１，０８１，５３７２０，９９３２６３，８５８２０１，２０８２５５，８４７当 期 純 利 益

△１，０６９，６５３２１６，３４２３２２，０７０２７１，１１６△２４９，７８２経 常 利 益

４，６５６，６３２４，３６６，４３７４，２６２，２６２４，１２９，８０２４，１０４，７９７経 常 収 益

平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度平成14年度区 分

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。

２．「自己資本比率（単体）」の平成１８年度計数は、金融庁告示第２２号により算出しております。

口 口 口 口 口

人 人 人 人 人

％ ％ ％

主要な経営指標の推移 （単位：千円）

％％

４５１，８８５３５２，１０５補 完 的 項 目 （Ｂ）
補 完 的 項 目 不 算 入 額 （△）
期限付劣後債務及び期限付優先出資
負 債 性 資 本 調 達 手 段

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
４５１，８８５３５２，１０５一 般 貸 倒 引 当 金

土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の 45%相当額

７，１２８，６６１７，７９６，８９８基 本 的 項 目 （Ａ）

証券化取 引 に よ り 増 加 し た
自 己 資 本 に 相 当 す る 額 （△）

企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る
無 形 固 定 資 産 相 当 額 （△）

の れ ん 相 当 額 （△）
営 業 権 相 当 額 （△）

４１０，９３７８１２，２６２その他有価証券の評価差損（△）
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金
自 己 優 先 出 資 （△）
そ の 他

１８，７７５１４２，２３２次 期 繰 越 金
６，１８８，５２６７，１９７，４３３特 別 積 立 金
６６６，１４９６３４，７４８利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
優 先 出 資 申 込 証 拠 金
非 累 積 的 永 久 優 先 出 資

６６６，１４９６３４，７４８出 資 金
（ 自 己 資 本 ）

平成18年度平成17年度項 目

（注）１．「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」に係る算式に基づき算出しております。

２．本開示は、平成１７年度については大蔵省告示第１９２号により、平成１８年度については金融庁告示第２２号により算出しております。

自己資本の充実状況 （単位：千円）

８．２９％７．７８％単体自 己 資 本 比 率 （Ｅ/Ｆ）
７．８０％７．４５％単 体 T i e r 1 比 率 （Ａ/Ｆ）

９１，３７５，０８８１０４，６４０，０８８リスク・アセット等計 （Ｆ）

７，２７９，１６２
オペレーショナル・リスク相当額
を ８ ％ で 除 し て 得 た 額

２４８，３４２３０５，８７９オフ・バランス取引等項目
８３，８４７，５８４１０４，３３４，２０８資産（オン・バランス）項目

（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）
７，５８０，５４６８，１４９，００３自 己 資 本 額（Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ）

控 除 項 目 計 （Ｄ）
控 除 項 目 不 算 入 額 （△）

基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる
証券化エクスポージャー及び信用補完機能を持つI/Oス
トリップス（告示第２２３条を準用する場合を含む）

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク
削減手法として用いる保証又はクレジット・
デリバティブの免責額に係る控 除 額

期限付劣後債務及び期限付優先出
資並びにこれらに準ずるもの

負 債 性 資 本 調 達 手 段
及 び こ れ に 準 ず る も の

他の金融機関の資本調達手段の
意 図 的 な 保 有 相 当 額

７，５８０，５４６８，１４９，００３自己資本 総 額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）
平成18年度平成17年度項 目

１．８３１．８７業 務 粗 利 益 率

３，８９９，３２５３，９１４，４１８業 務 粗 利 益

△４９，８４３８４，７７５そ の 他 業 務 収 支

１３７，９０９３２，２７４その他業務費用

８８，０６６１１７，０４９その他業務収益

△２４，４０３△１４，３０７役 務 取 引 等 収 支

２５１，４７５２３８，５０２役務取引等費用

２２７，０７２２２４，１９５役務取引等収益

３，９７３，５７１３，８４３，９５１資 金 運 用 収 支

２０６，４４９６２，６３８資 金 調 達 費 用

４，１８０，０２０３，９０６，５８９資 金 運 用 収 益

平成18年度平成17年度科 目

（注）１．資金調達費用は、金銭信託等運用見合費用（１７年度０千円、１８年度０千円）を控

除して表示しております。

２．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×１００

％ ％

粗利益 （単位：千円）

２０８，００２１９６，１１３その他の役務取引等費用

５，６５７６，１８３その他の支払手数料

３７，８１４３６，２０５支払為替手数料

２５１，４７５２３８，５０２役務取引等費用

その他の役務取引等収益

１３３，０８９１３０，０８６その他の受入手数料

９３，９８３９４，１０８受入為替手数料

２２７，０７２２２４，１９５役務取引等収益

平成18年度平成17年度科 目

１，０１６，４５６１，２１６，０８５業 務 純 益

平成18年度平成17年度項 目

役務取引の状況

業務純益

（単位：千円）

（単位：千円）

経理・経営内容
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２，７９７，３３８２，９２０，６４７経 費 合 計

４０，１２３４４，８６６税 金

１６７，６１７１６３，９８７そ の 他

１３４，１００１４６，６５６減 価 償 却 費

２３，２４３１９，２３２人 事 厚 生 費

７９，８４４８４，８１１事 業 費

１４９，３８４１５７，４９７固 定 資 産 費

３４０，６４４３３８，７０６事 務 費

８９４，８３４９１０，８９１物 件 費

２１７，７９８１９０，０２２そ の 他

１４２，０６６１６５，９１２退職給付費用

１，５０２，５１５１，６０８，９５４報酬給料手当

１，８６２，３８０１，９６４，８８９人 件 費

平成18年度平成17年度項 目

経費の内訳 （単位：千円）

１４３，８１１△１０，５７６支 払 利 息 の 増 減

２７３，４３１１１６，８５８受 取 利 息 の 増 減

平成18年度平成17年度項 目

受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

△０．４９０．００総資産当期純利益率

△０．４９０．１０総 資 産 経 常 利 益 率

平成18年度平成17年度区 分

（注）総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×１００

総資産利益率 （単位：％）

０．５２０．４１資 金 利 鞘（ａ－ｂ）

１．４４１．４５資金調達原価率（ｂ）

１．９６１．８６資 金 運 用 利 回（ａ）

平成18年度平成17年度区 分

総資金利鞘等 （単位：％）

２４．９２２５．８３（期中平均）
預 証 率

２５．９１２７．１０（期 末）

５２．４４５１．６４（期中平均）
預 貸 率

５２．４３５３．２７（期 末）

平成18年度平成17年度区 分

預貸率および預証率 （単位：％）

４，９３６４，９５２１店舗当りの貸出金残高

９，４１６９，２９５１店舗当りの預金残高

平成18年度末平成17年度末区 分

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

３９４３７４職員１人当りの貸出金残高

７５３７０２職員１人当りの預金残高

平成18年度末平成17年度末区 分

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

１店舗当りの預金および貸出金残高

職員１人当りの預金および貸出金残高

（単位：百万円）

（単位：百万円）

０．０００２１８年度

う ち

借 用 金

２１７年度

１８年度

う ち

譲渡性預金

１７年度

０．０９２０６，４４８２０７，５５１１８年度

う ち

預 金 積 金

０．０３６２，６３８２０４，４６８１７年度

０．０９２０６，４４９２０７，５５４１８年度

資 金 調 達

勘 定

０．０３６２，６３８２０４，４７１１７年度

１．００５１８，２１１５１，７３７１８年度

う ち

有 価 証 券

０．９９５２８，０８６５２，８２２１７年度

１８年度

う ち

金融機関貸付等

１７年度

０．５９３０５，６７２５１，０７０１８年度

う ち

預 け 金

０．３４１７０，６０３４９，４６９１７年度

３．０４３，３１５，２８５１０８，８５４１８年度

う ち

貸 出 金

２．９９３，１６６，３１５１０５，５８７１７年度

１．９６４，１８０，０２０２１２，７１８１８年度

資 金 運 用

勘 定

％１．８６千円３，９０６，５８９百万円２０８，９４４１７年度

利回り利 息平均残高年度科 目

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１７年度９５６百万円、１８年度５３２百万円）を、資

金調達勘定は金銭信託等運用見合額の平均残高（１７年度０百万円、１８年度０百万円）お

よび利息（１７年度０千円、１８年度０千円）を、それぞれ控除して表示しております。

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

１８年度末
デリバティブ等商品

１７年度末

１８年度末
金銭の信託

１７年度末

△３６３５３，７３４５４，０９７１８年度末
有 価証 券

△８０７５５，４３１５６，２３８１７年度末

評価損益時 価取得価格または契約価格項 目

（注）１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会：

平成１１年１月２２日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価のないも

のについては、帳簿価格で表示しております。

２．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律施行規

則第４１条第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバティブ取引、先

物外国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組合せた商品です。

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益（単位：百万円）

８８１１７その他業務収益合計

２１２４その他の業務収益

金融派生商品収益

国債等債券償還益

６７９３国債等債券売却益

商品有価証券売買益

００外国為替売買益

平成18年度平成17年度項 目

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

オフバランス取引の状況

該当事項なし

先物取引の時価情報

該当事項なし
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１００．００２０７，５５１１００．００２０４，４６８合 計

その他の預金

譲 渡 性 預 金

６９．２３１４３，６８８７０．５２１４４，２０１定 期 性 預 金

３０．７７６３，８６３２９．４８６０，２６７流 動 性 預 金

構成比金 額構成比金 額
種 目

平成18年度平成17年度

１００．００２０７，１５３１００．００２０４，５０２合 計

０．４０８２６０．５８１，１８９公 金

０．０９１９１０．０３６３金 融 機 関

９．９６２０，６３９１０．８３２２，１４３一 般 法 人

１０．４５２１，６５６１１．４４２３，３９５法 人

８９．５５１８５，４９７８８．５６１８１，１０７個 人

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成18年度末平成17年度末

１０４１１１財形貯蓄残高

平成18年度末平成17年度末項 目

預金種目別平均残高

財形貯蓄残高

預金者別預金残高

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

１０，８３９１１，９４９合 計

１３４１５２そ の 他

独立行政法人 福祉医療機構

独立行政法人 雇用・能力開発機構

１７６２０８年 金 資 金 運 用 基 金

１０，１３４１１，１７９住 宅 金 融 公 庫

１８７２０１国 民 生 活 金 融 公 庫

７１１中 小 企 業 金 融 公 庫

５９６１商 工 組 合 中 央 金 庫

１４２１３７全国信用協同組合連合会

平成18年度末平成17年度末区 分

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

２，６３１２，６５９２，６６９２，５９１他の金融機関から
代金取立

３８２７７５６２９７他の金融機関向け

１７７，１８０２７４，６９５１８３，１３２２６０，１９０他の金融機関から
送金・振込

１８６，２４５２０６，２８５２２８，２９３２００，４２４他の金融機関向け

金 額件 数金 額件 数
区 分

平成18年度末平成17年度末

内国為替取扱実績 （単位：百万円）

４２７６１合 計

６９２３貿 易 外

５２３８輸 入

３０６輸 出

３５８３８貿 易

平成18年度平成17年度区 分

外国為替取扱高

当組合の子会社

（注）地方債、政府保証債は取り扱っておりません。

公共債引受額（単位：千ドル） （単位：百万円）

７５９９７３国 債

平成18年度平成17年度項 目

７５７８７０国債・その他公共債

平成18年度平成17年度項 目

公共債窓販実績 （単位：百万円）

該当事項なし

外貨建資産残高 （単位：千ドル）

２３１８外 貨 建 資 産 残 高

平成18年度平成17年度項 目

資金調達

その他業務

国際業務 証券業務

当組合の子会社

１３２，５６３１２８，８７１合 計

その他の定期預金

２０４２５６変動金利定期預金

１３２，３５９１２８，６１５固定金利定期預金

平成18年度末平成17年度末区 分

定期預金種類別残高 （単位：百万円）
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１００．００１０８，８５４１００．００１０５，５８７合 計

３．３４３，６３６３．５９３，７８９当 座 貸 越

８１．６４８８，８７０８０．３１８４，７９６証 書 貸 付

１３．７２１４，９２９１４．６４１５，４５９手 形 貸 付

１．３０１，４１９１．４６１，５４３割 引 手 形

構成比金 額構成比金 額
科 目

平成18年度平成17年度

１００．００５１，７３７１００．００５２，８２２合 計

０．７０３６３０．４１２１６その他の証券

２．０８１，０７７３．３７１，７８０外 国 証 券

１．３１６７８０．９１４８１株 式

５２．１１２６，９５８５７．３８３０，３０９社 債

短 期 社 債

４．３０２，２２４５．７９３，０６０地 方 債

３９．５０２０，４３７３２．１４１６，９７６国 債

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成18年度平成17年度

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

１００．０１０８，６１２１００．０１０８，９５４合 計

３６．１３９，２４２３７．５４０，９０１個人（住宅・消費・納税資金等）

雇用・能力開発機構等

４．６５，０２７４．４４，８１０地方公共団体

５９．３６４，３４３５８．１６３，２４３小 計

０．６６０７０．６６７５その他の産業

１１．９１２，９１５１２．１１３，２２１各種サービス

５．５５，９７０５．８６，２６５不 動 産 業

１．９２，０９０１．０１，０３７金融・保険業

１４．１１５，３１３１４．０１５，２９６卸売業・小売業

３．８４，０９３３．４３，６７９運 輸 業

０．０２４０．０９情 報 通 信 業

０．１１１７０．１６６電気・ガス・熱供給・水道業

８．４９，０９１８．１８，７９９建 設 業

０．０２００．０１８鉱 業

０．５５７７０．５５９８漁 業

０．１６４０．１５７林 業

１．９２，０６１１．６１，７８２農 業

１０．５１１，４０１１０．８１１，７４１製 造 業

構成比金 額構成比金 額
業 種 別

平成18年度末平成17年度末

５１３，６０５△１４０３，５５４貸倒引当金合計

△４９３，１５３８２３，２０２個別貸倒引当金

１００４５２△２２２３５２一般貸倒引当金

増減額期末残高増減額期末残高
項 目

平成18年度平成17年度

１，４６０４９８貸出金償却額

平成18年度平成17年度項 目

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘

定」に係る引当は行っておりません。

貸出金種類別平均残高

消費者ローン・住宅ローン残高

有価証券種類別平均残高

貸出金業種別残高・構成比

貸倒引当金の内訳

貸出金償却額

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

１００．００２７，３０５１００．００２８，９０４合 計

９２．４６２５，２４５９３．４０２６，９９６住 宅 ロ ー ン

７．５４２，０６０６．６０１，９０８消費者ローン

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成18年度末平成17年度末

貸出金使途別残高 （単位：百万円、％）

１００．００１０８，６１２１００．００１０８，９５４合 計

４８．６７５２，８５９５０．２３５４，７３３設 備 資 金

５１．３３５５，７５３４９．７７５４，２２１運 転 資 金

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成18年度末平成17年度末

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

資金運用

１，３８９４，７８３１，７８９３４，４１７１１，３０８平成１８年度末
合 計

１，１０５４，７４９１２，９１５３３，６１７３，０４０平成１７年度末

５４３平成１８年度末
その他の証券

３２４１４平成１７年度末

１９６７９４平成１８年度末
外国証券

１９１５８９７００平成１７年度末

８４６平成１８年度末
株 式

７８１平成１７年度末

７９２２３，６７２３，２０８平成１８年度末
社 債

２，４２１２２，７５６２，２４０平成１７年度末

平成１８年度末
短期社債

平成１７年度末

３００１，３９２１０１平成１８年度末
地方債

１，２６６１，４８７平成１７年度末

４，７８３５０１８，５５９７，９９９平成１８年度末
国 債

４，７４９９，０２３８，７８５１００平成１７年度末

期間の定め

のないもの
１０年超

５年超

１０年以内

１年超

５年以内
１年以内区 分

有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

３６１１００．００１０８，６１２平成１８年度末
合 計

３９４１００．００１０８，９５４平成１７年度末

１０．４５１１，３５４平成１８年度末
信 用

１０．０５１０，９５２平成１７年度末

２９５１１．２８１２，２５５平成１８年度末
保 証

３０５１１．８７１２，９３２平成１７年度末

２９．７８３２，３４２平成１８年度末
信用保証協会・信用保険

２７．０９２９，５１１平成１７年度末

６６４８．４９５２，６６１平成１８年度末
小 計

８９５０．９９５５，５５９平成１７年度末

平成１８年度末
そ の 他

平成１７年度末

４５．４６４９，３７２平成１８年度末
不 動 産

４７．５５５１，８０６平成１７年度末

平成１８年度末
動 産

平成１７年度末

０．１１１２４平成１８年度末
有 価 証 券

０．１３１４６平成１７年度末

６６２．９２３，１６５平成１８年度末
当組合預金積金

８９３．３１３，６０７平成１７年度末

債務保証見返額構成比金 額区 分

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

１０８，６１２１０８，９５４合 計

６６，９３９６５，１４０変動金利貸出

４１，６７３４３，８１４固定金利貸出

平成18年度末平成17年度末区 分
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８０．４９３，２６７５，９１５１１，４０８平 成１８年 度
合 計

７６．４８３，３６０７，１５５１３，７４９平 成１７年 度

５７．７５１０６４９８１，０４６平 成１８年 度
貸 出 条 件 緩 和 債 権

６１．９８１５８１，４８２２，６４６平 成１７年 度

７２．４２８５０８１平 成１８年 度
３ か 月 以 上 延 滞 債 権

７８．１７６８０１１１平 成１７年 度

８２．２０３，０７２５，０６０９，８９３平 成１８年 度
延 滞 債 権

７９．１５３，１１６５，２５１１０，５７１平 成１７年 度

１００．００８０３０６３８７平 成１８年 度
破 綻 先 債 権

１００．００７８３４１４２０平 成１７年 度

保全率

（B＋C）／A

貸倒引当金

（C）

担保・保証額

（B）

残 高

（A）
区 分

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

１０９，１８５平成１８年度
合 計

１０９，５７５平成１７年度

９７，６３０平成１８年度
正 常 債 権

９５，６２１平成１７年度

５８．０３７９．５４９，１９１３，２６７５，９２４１１，５５５平成１８年度
不 良 債 権 計

４９．７４７５．６２１０，５５２３，３６６７，１８５１３，９５３平成１７年度

１９．７５５８．８１６６３１１４５４９１，１２７平成１８年度
要 管 理 債 権

１３．７９６２．６４１，７２７１６４１，５６２２，７５８平成１７年度

５１．５９７１．７７４，８２８２，０２４２，８０４６，７２７平成１８年度
危 険 債 権

４６．１６６９．０２５，２８２２，０３２３，２５０７，６５３平成１７年度

１００．００１００．００３，７００１，１２９２，５７０３，７００平成１８年度

破 産 更 生 債 権 及 び

これら に 準 ず る 債 権

１００．００１００．００３，５４２１，１６９２，３７２３，５４２平成１７年度

貸倒引当金引当率
（C）／（A－B）

保全率
（D）／（A）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

貸倒引当金
（C）

担保・保証等
（B）

債権額
（A）

区 分

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第

９６条第１項第３号のイ．会社更生法等の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、ロ．民事再生法の規定による再生手続開始の申立てが

あった債務者、ハ．破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、ニ．商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務者、

ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以

外の未収利息不計上貸出金です。

３．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。

４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債

務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

５．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する

貸倒引当金は含まれておりません。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の

受取りができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債

権」以外の債権です。

５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

資金運用
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経営内容（リスク管理体制）

自己資本は、主に基本的項目（Tier１）と補完的項目（Tier２）で構成されております。平成１８年度末の自己資本額

のうち、基本的項目では当組合が積み立てているもの以外のものは、地域のお客様からお預りしている出資金が

該当し、補完的項目では計上限度額以内の一般貸倒引当金が該当いたします。

自己資本調達手段の概要

自己資本の構成に関する事項

自己資本の充実の状況P．１０をご参照ください。

自己資本の充実度に関する事項

３，６５５ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

２９１７，２７９ロ． オペレーショナル・リスク

②証券化エクスポージャー

９９２，４９１（�） 3ヵ月以上延滞等

１３２３，３０１（�） 不動産取得等事業向け

２３１５，７９６（�） 抵当権付住宅ローン

１，０１１２５，２８２（�） 中小企業等・個人向け

９２９２３，２３８（�） 法人等向け

５０８１２，７０２（�） 金融機関及び証券会社向け

１２３１７（�） ソブリン向け

３，３６３８４，０９５
①標準的手法が適用されるポートフォリオ

ごとのエクスポージャー

３，３６３８４，０９５イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

平成１８年度平成１７年度

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％

２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。

３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府

以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信

用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。

４．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、

「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

５．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

６．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
÷８％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・

安全性を充分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度毎に掲げる収支

計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策と考えておりま

す。

自己資本の充実度に関する評価方法の概要

15



経営内容（リスク管理体制）

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当組合が損失を受けるリスクをいいます。当組

合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な定義や基本

方針、クレジットポリシー、ポートフォリオ管理を明示した「信用リスク管理要領」を制定し、信用リスク管理

態勢を構築しております。信用リスクの評価につきましては、厳格な自己査定を実施、SKC信用リスク管理シス

テム導入により取引先の財務状況・業況を把握し、適切な審査を行っております。

これら信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会やALM委員会で協議検討を行うとともに、必要

に応じて常勤役員会といった経営陣に対する報告を行っております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

５７，６７５５２，２４７１０９，３４２２１９，２６４残 存 期 間 別 合 計

１６，７３０１，７０６１８，４３７期間の定めのないもの

４，７８３３４，７８８３９，５７１１０ 年 超

１，２９５１２，３５２１３，６４７７年 超１０年 以 下

４９３１０，３１９１０，８１２５年 超 ７ 年 以 下

７，６００１５，８４６１６，３１１３９，７５６３年 超 ５ 年 以 下

１５，６００１８，５３１８，６３９４２，７７０１年 超 ３ 年 以 下

１７，７４５１１，２９９２５，２２７５４，２７１１ 年 以 下

４，２７４５７，６７５５２，２４７１０９，３４２２１９，２６４業 種 別 合 計

０８，０６０２９８７１０９，０６８そ の 他

７７１３２，０２７３２，０２７個 人

２７，３９９５，０５６３２，４５５国・地方公共団体等

７４５４１３，９２６１３，９３０各 種 サ ー ビ ス

８２６２０９９５，５２７５，６４７不 動 産 業

４９，２１２１６，２０７２，１２０６７，５３９金 融 ・ 保 険 業

７６０１７７３９８１８，０５６１８，６３１卸 売 業 、小 売 業

１５６２６１，１８９４，７１１５，９２５運 輸 業

９８１９９情 報 通 信 業

９９４１６４１，１５８電気・ガス・熱供給・水道業

３２４１００１１，１１７１１，２１７建 設 業

２６２６鉱 業

６８２６８２漁 業

６６６６林 業

１６７３，０５５３，０５５農 業

５２５１７６５，４６５１２，０９８１７，７３９製 造 業

平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度

エクスポージャー区分

業種区分

期間区分

３ヵ月以上延滞

エクスポージャー
その他

（投資信託等）
デリバティブ取引債 券

貸出金、コミットメン

ト及びその他のデリ

バティブ以外のオフ・

バランス取引

信用リスクエクスポージャー期末残高

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（業種別及び残存期間別） （単位：百万円）

（注）１．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。

３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージ

ャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。

４．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

５．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。
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貸倒引当金は、「自己査定基準」「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分毎に計算された貸

倒実績率を基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めており

ます。

貸倒引当金の計上基準

貸倒引当金の内訳P．１３をご参照ください。

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

２，２６３３，１５３合 計

１３９４６５個 人

国・地 方 公 共 団 体 等

６１６８０２各 種 サ ー ビ ス

２２０３１７不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

８２０５７２卸 売 業 、小 売 業

０５３２運 輸 業

情 報 通 信 業

電気・ガス・熱供給・水道業

４３４１３０建 設 業

鉱 業

漁 業

林 業

２２９農 業

３２３０６製 造 業

平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度

貸出金償却
期末残高当期減少額当期増加額期首残高

個 別 貸 倒 引 当 金

（注）１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

２．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数及び「期首残高」「当期増加額」「当期減少

額」の計数を算定しておりません。

３．貸出金償却は平成１８年度に実施した直接償却、部分直接償却額を表示しております。

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）
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経営内容（リスク管理体制）

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。なお、エクスポー

ジャーの種類毎に適格格付機関の使い分けは行っておりません。

株式会社格付投資情報センター（R＆I）、株式会社日本格付研究所（JCR）、

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（S&P）

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担

保、有価証券担保、保証などが該当します。当組合では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、

事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あく

までも補完的な位置付けとして認識しております。ただし与信審査の結果、担保または保証が必要な場合には、

お客様への十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど、適切な取扱いに努めております。当組

合が扱う担保には、自組合預金積金、有価証券、不動産等、保証（人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関

保証、民間保証等）があり、その手続きについては、当組合が定める「事務規程」「不動産担保評価基準」等によ

り、適切な事務取扱い及び適正な評価を行っております。

また、手形貸付、証書貸付、割引手形、当座貸越、債務保証取引に関して、お客様が期限の利益を喪失された

場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リスク削減手法の一

つとして、当組合が定める「事務規程」や約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や手続

きを省略して払戻充当いたします。

なお、バーゼルⅡで定められている信用リスク削減手法には、適格金融資産担保（自組合預金積金、国債・地

方債、上場株式等）、保証（地方公共団体、政府関係機関、適格格付機関により定められた格付を付与された法人

等）、その他に未担保預金等が該当します。そのうち保証に関する信用度の評価は、住宅金融公庫は我が国の政府

関係機関向けエクスポージャーとして、その他は適格格付機関が付与している格付により判定しており、信用リ

スク削減手法の適用に伴う信用リスクは個社やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

信用リスクの削減手法に関するリスク管理方針及び手続きの概要

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

２０２，６７８１６，５８５合 計

自己資本控除

３５０

７７２１５０

３６，１３４１，２９０１００

３１，８７８７５

５，２５４５，６６１５０

１５，９３４３５

６０，８８３９，６３４２０

１９，１９６１０

３２，６２７０

格付無し格付有り格付無し格付有り

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％） 平成１８年度平成１７年度

エクスポージャーの額

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。

２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。

３．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。

信用リスク削減手法に関する事項
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信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

オペレーショナル・リスクとは、業務運営上における事務処理上のミスやシステム障害、役職員による不正行

為などによって損失が生ずるリスクです。当組合は「リスク管理の基本方針」「リスク管理規程」を制定し、組織、

管理体制を整備するとともに、リスクの分析・評価を行い、リスクの顕在化の未然防止及び発生時における影響

の極小化に努めております。特に事務リスク管理については、「事務リスク管理要領」に則り、事務規程の整備

及び遵守、定期的な内部監査の実施や事務指導・研修の強化により、本部・営業店が一体となり厳正な事務管理

に努めております。システムリスク管理については、「システムリスク管理要領」「セキュリティポリシー」「セキ

ュリティスタンダード」により管理・保護すべき情報資産、リスクを明確にし、管理体制を定め、安定した業務

遂行ができるよう、多様化、複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。また、その他のリス

クへの対応としては、相談、苦情等受付対応の充実、顧客情報管理態勢の強化、各種リスク商品等に対する説明

態勢の強化など、顧客保護の観点を重視した管理態勢の整備に努めております。

当組合は、バーゼルⅡ対応としてオペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用し

ております。これらリスクに関しては、リスク管理委員会において協議・検討するとともに、必要に応じて常勤

役員会といった経営陣に対する報告を行っております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

６５０⑦ ３ヵ月以上延滞等

８１９⑥ 不動産取得等事業向け

１，３８２８⑤ 抵当権付住宅ローン

５，０９５２，７９４④ 中小企業等・個人向け

３５１２９６③ 法人等向け

② 金融機関向け及び証券会社向け

① ソブリン向け

７，００７３，３４４
信用リスク削減手法が適用された

エクスポージャー

平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度平成１８年度平成１７年度

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

クレジット・デリバティブ保 証適格金融資産担保

（注）１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

２．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし

当組合は基礎的手法を採用しております。

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項なし

オペレーショナル・リスクに関する事項
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経営内容（リスク管理体制）

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、株式関連投資

信託、全国信用組合連合会や商工組合中央金庫等への出資金が該当します。

株式、株式関連投資信託等にかかるリスクについては、市場相場の変動による時価損益を日次および月次にて

測定、管理しており、運用状況に応じてALM委員会、リスク管理委員会、常勤役員会に諮り、投資継続の是非

を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。また、投資については、「有価証券運用職務権限」にて

投資枠を定め、年度毎の運用方針に基づきポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心掛けてお

り、当組合が定める「市場関連リスク管理要領」「有価証券運用要綱」に基づき厳格な運用・管理を行っておりま

す。また非上場株式等の市場相場による短期的な変動、市場間の格差等を利用し利益を得ることを目的として取

引しない有価証券についても「有価証券運用要綱」により運用・管理を行っております。

リスクの状況は、財務諸表や運用報告書を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、そ

の状況については適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

なお、当該取引にかかる評価、会計処理については「有価証券運用要綱」及び日本公認会計士協会の「金融商

品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。

出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の手法及び手続きの概要に関する事項

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 （単位：百万円）

出資等エクスポージャーに関する事項

７１１０８３７２，３４０２，３０３２，３４０平成１８年度
合 計

平成１７年度

３３５３２１，５１８１，４８６１，５１８平成１８年度
非 上 場 株 式 等

平成１７年度

６８７３５８２２８１７８２２平成１８年度
上 場 株 式

平成１７年度

うち損うち益

貸借対照表
計上額

取得原価
（償却原価）

当期の損益に含
まれた評価差額

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

区 分

評価差額

うち、その他有価証券で時価のあるもの
うち、売買目的有価証券

に該当するもの

出資等エクスポージャー

（注）１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

２．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。

８１５５１，４６８平成１８年度
出 資 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

平成１７年度

株式等償却
売却損売却益

売却額

（注）本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１７年度の計数を算定しておりません。

該当事項なし

子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等

20



金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指します。

当組合は金利リスクについて、債券相場の変動を日次にて、時価損益及び１０BPV法（０．１％金利変化した場合の時

価損益変化を計測）による価格変動リスクを月次にて測定、金利更改を勘案した期間収益シュミレーションによ

る収益への影響の定期的な測定を実施しております。また損失限度額、アラームポントを「有価証券運用要綱」

に定め、年度毎の運用方針に基づきポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心掛け、状況に応

じて運用方針、対応策等をALM委員会、常勤役員会にて協議しております。加えて評価・売却損益、主要指標

等を定期的に経営陣に報告し、適切なリスク管理に努めております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

金利リスクに関する事項

当組合は、信用組合業界にて構築したSKC－ALMシステムを用いて以下の定義に基づいて算定しております。

○計測手法

「その他計算方式」………再評価法を用いて算出しております。

○コア預金

対 象………流動性預金（金利のつかないものは除く）

算定方法………①過去５年の最低残高

②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高

③現残高の５０％相当額

以上３つのうち最少の額を上限

満 期………５年以内（平均２．５年）

○金利感応資産・負債

預貸金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債

○金利ショック幅

９９％タイルまたは１％タイル値

○リスク計測の頻度

四半期毎

内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

１，５９６金利ショックに対する損益・経済的価値の増減額

金利リスク

（単位：百万円）
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Ａ．預金業務

（イ）預 金

当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、

別段預金、納税準備預金等を取扱っております。

（ロ）譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取扱っております。

Ｂ．貸出業務

（イ）貸 付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

（ロ）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取

扱っております。

Ｃ．商品有価証券売買業務

取扱っておりません。

Ｄ．有価証券投資業務

預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、

株式、その他の証券に投資しております。

Ｅ．内国為替業務

送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

Ｆ．外国為替業務

全国信用協同組合連合会の取次業務として輸出、輸入及び

外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。

Ｇ．社債受託及び登録業務

取扱っておりません。

Ｈ．金融先物取引等の受託等業務

取扱っておりません。

Ｉ．附帯業務

（イ）債務の保証業務

（ロ）有価証券の貸付業務

（ハ）国債等の引受け及び引受国債等の募集の取扱業務

（ニ）代理業務

（a）国民生活金融公庫、中小企業金融公庫、商工組合中

央金庫、独立行政法人住宅金融支援機構等の代理貸

付業務

（b）勤労者退職金共済機構等の代理店業務

（c）日本銀行の歳入復代理店業務

（ホ）代理業務（業務の媒介を含む）

信用協同組合連合会

（ヘ）地方公共団体の公金取扱業務

（ト）株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務

（チ）保護預り及び貸金庫業務

（リ）振替業

（ヌ）両替

（ル）保険商品の窓販業務

（ヲ）証券投資信託の窓販業務

主要な事業の内容 （平成１９年４月１日現在）
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手数料金額欄に記載の金額には、５％の消費税が含まれています。
詳しくは窓口へおたずね下さい。

主な手数料一覧表 （平成１９年６月３０日現在）

３，１５０円１件につき異議申立預託手続手数料

組
戻
関
連
手
数
料

６３０円１通につき依頼返却手数料

６３０円１通につき不渡手形返却料

６３０円１通につき
取立手形店頭呈示料

［但し、６３０円を超える実費を要する場合はその実費を申し受けます。］

６３０円１通につき取立手形組戻料

６３０円１件につき送金、振込の組戻料

８４０円至急扱
１通につき上記以外の個別取立

代
金
取
立
手
数
料

６３０円普通扱

２１０円１通につき支払場所が東京手形交換所区域内のもの（注２）

２１０円１通につき支払場所がお取引店および当組合本支店のもの（注１）

６３０円普通扱 １件につき他行宛

手
数
料

送

金

４２０円１件につき当組合本支店宛

無料２１０円４２０円

１件

につき３万円以上
ホームバンキング

振

込

手

数

料

無料１０５円２１０円３万円未満

１０５円３１５円６３０円

１件

につき３万円以上
定額自動送金

１０５円１０５円４２０円３万円未満

無料３１５円６３０円

１件

につき３万円以上
ATM利用

無料１０５円４２０円３万円未満

無料４２０円７３５円

１件

につき３万円以上
総合振込

無料２１０円５２５円３万円未満

７３５円

１件

につき３万円以上
文書扱

窓口利用
５２５円３万円未満

無料５２５円８４０円

１件

につき３万円以上
電信扱

無料３１５円６３０円３万円未満

同一店本支店
他行宛種 類

当組合宛

為 替 関 連 手 数 料

２１０円日曜日・祝日

他行カード
郵貯カード

ご利用

２１０円１４：００以降
土曜日

１０５円９：００～１４：００

２１０円１８：００以降
平 日

１０５円８：００～１８：００

１０５円日曜日・祝日

当組合カードご利用 無料土曜日

無料平日

ATM ご 利 用 手 数 料

１，０００枚毎に

３１５円を加算
３１５円２１０円１０５円無料手数料

１，００１枚
以上

５０１～
１，０００枚

３０１～
５００枚

１０１～３００枚１～１００枚
両替枚数
（注）

両 替（ 円 貨 ）手 数 料

※同一金種への交換（新券への交換、汚損した現金の交換、記念硬貨の交換）および
両替機での両替（両替機設置店舗のみ）は無料とさせていただきます。

（注）両替枚数は、お客様が「ご持参された紙幣・硬貨の合計枚数」と「お持ち帰りに
なる紙幣・硬貨の合計枚数」のいずれか多い方の枚数となります。また、ご預金
のお預けまたはお引き出しの際、硬貨の枚数に応じて両替手数料と同額の手
数料をいただく場合があります。

４２０円１件につき当組合が取扱店でないもの税金・公共料金等納付取次手数料

そ
の
他
手
数
料

払込金額の２／１，０００＋消費税５千万円以上
株式払込手数料

払込金額の３／１，０００＋消費税５千万円未満

２，５２０円１件につき 年間保護預り

無料１口座につき国債口座管理手数料

７，５６０円～１８，９００円１庫につき年間（本店・飯岡支店）貸金庫

３，１５０円専用入金帳１冊（５０枚）につき
夜間金庫使用料

２，１００円基本手数料（月額）

１，０５０円基本項目について１通個人情報開示請求手数料

２１円１０枚を超える分１枚につき
取引履歴発行手数料

３１５円基本（１０枚まで）

５２５円
１通につき

随時発行
残高証明書発行手数料

３１５円継続発行

４，２００円１個につき夜間金庫のバッグ

再
発
行
手
数
料 ２，６２５円１個につき夜間金庫の鍵

１２，０００円～１５，０００円１個につき貸金庫の鍵

１，０５０円１枚につき（紛失・盗難・汚損のみ）カード（キャッシュカード・ローンカード・貸金庫）

５２５円１冊につき（紛失・盗難・汚損のみ）証書・通帳

５２５円１枚につき自己宛小切手

当
座
預
金
関
連
手
数
料

５２５円１枚につき
マル専手形

３，１５０円口座開設料１口座

５２５円１冊（２５枚綴）約束手形・為替手形帳

６３０円１冊（５０枚綴）当座預金小切手帳

そ の 他 各 種 手 数 料

１，０５０円初回利用時のみカードローン関連手数料その他

返済額（万円単位）×０．３１５％

但し、最低金額３，１５０円、上限金額

３１，５００円とさせていただきます。

証書貸付繰り上げ

返済手数料

（住宅ローンのみ）

住
宅
ロ
ー
ン
関
連
事
務
手
数
料

３，１５０円１件につきその他の条件変更
条件変更手数料

５，２５０円１回につき特約固定金利選択

７３，５００円全国保証�保証付住宅ローン事務取扱手数料

３１，５００円住宅ローン不動産担保事務手数料（短プラ連動型・一般住宅資金）

３，１５０～１０，５００円融資承諾証明書（融資見込額×０．０１％）

一
般
融
資
不
動
産
担
保
事
務
手
数
料

３１５円１通につき支払利息証明書

３，１５０円１件につき条件変更手数料（返済額の変更等）

１，０５０円１銘柄につき割引手形信用照会事務

５，２５０円１件につき根抵当権の抹消

１０，５００円１回につき担保物件の一部抹消

１０，５００円１回につき追加担保または極度額変更

上記に加え�共同担保で登記所が異なる場合

�遠隔地（当組合営業区域外）調査

��で旅費、交通費が必要な場合は、実費を加算させていただきます。

担保物件数が５筆（棟）を超え２５筆（棟）までは１筆（棟）増す毎に１，０５０円を加算します。

また、２５筆（棟）を超える場合は２５筆（棟）とします。

３１，５００円担保設定額３，０００万円以下

４２，０００円担保設定額３，０００万円超

融 資 関 連 手 数 料

１，０５０円１０５円基本手数料（月額）

法人のお客様個人のお客様項 目

ホームバンキング基本手数料

その他業務

（注１）（注２）手形期日まで当組合で保管するものに限ります。

※お取扱い１件あたり
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地域のみなさまとともに 

地域に貢献する当組合の経営姿勢 

　当組合は千葉県東総、北総、東葛地区を営業地区として、地域における中小企業者や住民のみな

さまが組合員となり、お互いに助け合い発展していくという相互扶助の考え方に基づき運営されて

いる協同組合組織の金融機関です。「地域社会の幸せづくりに奉仕する」を経営理念として地域経

済と関り、地縁・人縁により中小企業者や住民のみなさま一人一人の顔が見えるキメ細やかな取引

を通じ、事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考える活動を基本と

しております。また、地域社会の一員として当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文

化の向上に積極的に取り組んでおります。 

預金・融資を通じた地域貢献 

　地域のお客様からお預りした大切な預金積金は、中小企業者や個人のお客様に対するご融資とし

てご利用頂くことにより、お客様の事業の発展や生活の充実のお手伝いしております。 

　当組合は、千葉県及び営業店が所在す

る市町村における中小企業向け制度融資

の取扱窓口に指定されております。 

　平成18年度は1,717件、9,391,936千円の

ご利用をいただいております。 

銚
子
商
工
信
用
組
合 

お
客
様
／
組
合
員 

預金積金残高：207,153百万円 

出資金残高：　　666百万円 

預 金 積 金  

出　資　金 

貸　出　金 

支援・サービス 

貸出金残高：108,612百万円 

貸出金以外の運用：101,917百万円 

貸出金残高 
1,086億円 

個人向け融資 

10,282先 
39,242百万円 ●平成18年度 

中小企業向け制度融資取扱残高 住　宅 2,841 先 
ローン 25,245 百万円 

消費者 3,299 先 
ローン 2,060 百万円 

設備資金 20,428 百万円 

運転資金 43,915 百万円 

地方公共団体 

千葉県他　3市町 
5,027百万円 

事業性融資 

  3,587先 
64,343百万円 

　預け金や有価証券等で運用しております。預け金は主に全国信用協同組合連合
会への定期預け金としており、有価証券は安全性を重視し、国債等の債券を中心
に運用しております。 

地方自治体制度融資の取扱状況 

千葉県制度融資 1,536件 8,484,161千円 

各市町制度融資 181件 907,775千円 

中小企業振興資金 

企 業 ・ 研 究 所  
立 地 促 進 資 金  

 

銚子市中小企業資金 

香取市中小企業資金 

匝瑳市中小企業資金 

旭市中小企業資金 

柏市中小企業資金 

横 芝 光 町 中 小  
企 業 振 興 資 金  

短 期 運 転 資 金  

中小企業環境保全 
施 設 整 備 資 金  

 

銚子市水産業資金 

富里市中小企業資金 

東金市中小企業資金 

八街市中小企業融資資金 

東庄町中小企業資金 

九 十 九 里 町 中 小  
企 業 融 資 資 金  

平成19年3月31日現在 
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銚子商工の地域貢献 

お取引先への支援の取り組み 

　当組合では、地域経済の活性化と振興への貢献活動として、自己査定上の債務者区分が要注意先

等のお取引先に対する経営改善指導等や事業再生支援、創業支援などに取り組んでおります。 

　当組合では、中小事業者や地域のお客様の資金ニーズにお応えするため、次のような融資商品をお

取扱いしております。 

融資商品のご案内と取扱実績 

○ビジネスローン　バックアップ　　○ビジネスサポート 
　地元中小企業者の方をご支援する、無担保、第三者保証不要の事業性資金です。 
お客様の資金需要にスピーディにお応えします。 
○銚子商工　新型農業者ローン 
　農機具等購入資金、農業資材等の支払資金、その他農業に関する支払資金にご利用い
ただけます。農業事業者の方を対象とした融資商品です。 

実績　300件 
1,403百万円 

 
残高　662件 
2,770百万円 

実績　160件 
1,884百万円 

 
残高　267件 
2,923百万円 

お客様の個人保証に過度に依存しないご融資として以下の融資商品をお取扱いしております。 
○銚子商工TKC経営者ローン 
　TKC会員会計事務所と顧問契約を結び、TKC会員会計事務所から紹介を受けられる法
人、個人事業者の方を対象にした無担保、第三者保証不要の事業性資金です。財務内容
に応じて金利が優遇されます。 

○「ダッシュ 5,000」、「スパート 3,000」、「アシスト 2,000」 
　地元中小企業者の方の資金需要にスピーディにお応えする千葉県信用保証協会付事業
性資金です。各商品最大5,000万円、3,000万円、2,000万円まで無担保でご利用いただけ
ます。 
○売掛債権担保融資 
　国内の事業者や官公庁に対する売掛債権を担保とした、千葉県信用保証協会付事業性
資金です。不動産担保によらない新たな融資制度です。 

事
業
者
向
け
ご
融
資 

平
成
１８
年
度
取
扱
実
績
・
残
高 

○銚子商工の住宅ローン 
　金利選択型住宅ローン、借換住宅ローン、無担保借換ローン、無担保リフォームロー
ン、がん保険特約付住宅ローン等の各種商品により、お客様のさまざまな住宅資金ニー
ズにお応えします。 

実績　408件 
2,816百万円 

 
残高   3,248件 
23,984百万円 

個
人
向
け
ご
融
資 

平
成
１８
年
度
取
扱
実
績
・
残
高 

　要注意先債権等のお取引先
の健全化のため、当組合内に
おける企業再生委員会におい
て、経営支援が必要と思われ

るお取引先に対し、本部が営業店と連携し、経営改善
指導や経営情報提供等の支援を行い、正常先へランク
アップさせる取り組みに努めております。 

要 注 意 先 等 の  

ラ ン ク ア ッ プ  

へ の 取 り 組 み  

　お取引先企業の早期事業再
生を図るため、千葉県中小企
業再生支援協議会、千葉県産
業振興センターと連携し、専

門家派遣、金融支援等を通じ、お取引先企業と協調し
再生に向けて取り組んでおります。また、千葉中小企
業再生ファンドへ出資を行い、ファンドを通じた事業
再生支援を行っております。 

 

事 業 再 生 支 援  

　全国の信用組合とお取引の
あるお客様同士をインターネ
ットで結び、ビジネスパート
ナー探しをサポートする「あ
のねットビズ」サービスを行
っております。商品の販路拡
大、新規仕入れ先の開拓など、
多種多様なビジネスニーズに
信用組合のネットワークを活
用してお応えいたします。 

ビジネスマッチング等

お 取 引 先 へ の  

情 報 提 供  

　起業による創業やお取引先
企業の新分野進出に対する資
金需要については、プロパー
融資および制度融資などを利

用し対応しております。また支援機能等の強化のため、
企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材育成を
図るとともに、政府系金融機関との連携、シニアアド
バイザーセンターの活用などに取り組んでおります。 

創 業 ・ 新 事 業  

支 援  

○銚子商工の教育ローン 
　大学、短大等へ進学に伴う学費資金としてご利用いただけます。在学中はご融資極度
額内で繰り返し利用可能な「極度型奨学ローン」のほか、国民生活金融公庫による教育
ローン、銚子市在住の方が対象の学費資金「銚子市育英資金」等もお取り扱いしており
ます。 
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ふれあいの輪を広げて 

銚子商工は地域社会の一員として、地域のみなさまのお役に立てるようさまざまな

　当組合は清掃活動「クリーンロード作戦」を全役職員参加のもと

毎年実施し、街の美化に努めております。 

地域清掃活動の実施 

　独立行政法人中小企業基盤整備機構の協力により、地元

事業者のみなさまを対象に中小企業専門講師をお招きし、

「中小企業会計啓発･普及セミナー」を開催致しました。

多数の方々にご参加頂き、中小企業会計、経営計画作成等

についてわかりやすく解説していただきました。 

　当組合と東金警察署は平成18年8月、犯罪のない安心な

まちづくりに向け「地域安全に関する覚書」を締結いたし

ました。 

　当組合は営業車両に防犯ステッカーを貼り、通常業務の

移動中に犯罪防止を呼び掛けるとともに、同署との連絡体

制を密にし、地域の安全確保に努めております。 

セミナーの開催 

防犯活動への取組み 

地域安全に関する覚書調印 

　「振り込め詐欺」による犯罪被害

を未然に防止したことに対し、地元

警察署長より表彰を受けました。当

組合は社会的問題となっているこの

ような金融犯罪未然防止への取り組

みを日々の業務において強化してお

ります。 

「振り込め詐欺」防止 
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地域へのサービス＆文化的社会的貢献活動 

活動をおこなっております。 

　地域の祭りをはじめとした多くの地域行事に参加し、

みなさまとのふれあいの輪を広げております。 

地域行事への参加 

　当組合は、毎年全役職員からチャリティー基金を募

り、歳末たすけあい募金として近隣市町村への寄付を行

っております。この取り組みが評価され、千葉県共同募

金会長表彰を受賞いたしました。 

　その他献血活動にも積極的に参加しております。 

社会福祉活動の応援 

　お取引先のお客様を対象にアンケートを実施し、寄

せられたお客様のご意見をもとに、営業店駐車場の拡

充、出入口へのスロープの設置、営業店内の補修等を

実施いたしました。 

　また当組合は、お客様の相談･苦情にお応えするため

営業店に相談窓口を設置、情報の一元管理をし、報告

処理体制を確立しております。 

　これからも、お客様の声を真摯に受け止め、お客様

のご期待に応えられるよう努力してまいります。 

お客様の声にお応えして 

　当組合で年金をお受け取りになられている方が会員

の「ふれ愛倶楽部」は平成7年に設立され、現在会員数

14,372名(平成19年2月現在)となっております。会員の方

は生活サポートサービスなどの「ふれ愛サービス」が

無料でご利用になれます。 

　平成18年度はふれ愛旅行「芦ノ牧温泉 『大川荘』と

会津の歴史を訪ねて」を実施し、824名のお客様にご参

加頂きました。 

銚子商工ふれ愛倶楽部 

　当組合は情報発信として信用組合情報誌「ボンビバー

ン」の配布や、商品や店舗、イベント等のご案内を当組

合ホームページ上で行なっております。 

銚子商工の情報発信 

27



１台０４７６‐９３‐２２４１〒２８６‐０２２１ 千葉県富里市七栄２９８‐６富 里 支 店

２台０４３‐４４３‐３０１１〒２８９‐１１１５ 千葉県八街市八街ほ２４０‐３１八 街 支 店

１台０４７５‐７６‐５５６１〒２８３‐０１０４ 千葉県山武郡九十九里町片貝６６８５九十九里支店

１台０４７５‐５４‐０１２３〒２８３‐０８０２ 千葉県東金市東金１０５９東 金 支 店

１台０４７９‐８２‐２２２１〒２８９‐１７３２ 千葉県山武郡横芝光町横芝２１３８‐１横 芝 支 店

１台０４７‐３６７‐２１１５〒２７１‐００７７ 千葉県松戸市根本１１‐４松 戸 支 店

１台０４‐７１６４‐３９５５〒２７７‐０００５ 千葉県柏市柏３‐４‐１４柏 支 店

１台０４７９‐７３‐３９５５〒２８９‐２１０２ 千葉県匝瑳市椿１２６８‐１４２干 潟 支 店

２台０４７９‐６２‐３１７１〒２８９‐２５１６ 千葉県旭市ロ１４４３旭 支 店

２台０４７９‐５５‐５７５７〒２８９‐２６１３ 千葉県旭市後草２０２２‐８海 上 支 店

１台０４７９‐５７‐５５００〒２８９‐２７１２ 千葉県旭市横根１２８０‐１飯 岡 支 店

２台０４７８‐５２‐５１６７〒２８７‐０００３ 千葉県香取市佐原イ５４０佐 原 支 店

２台０４７８‐８２‐２１７１〒２８９‐０３１３ 千葉県香取市小見川７９９‐２小見川支店

１台０４７８‐８６‐１１２３〒２８９‐０６０１ 千葉県香取郡東庄町笹川い４７１３‐７４東 庄 支 店

１台０４７９‐３３‐１２１１〒２８８‐０８６３ 千葉県銚子市野尻町６８‐１椎 柴 支 店

２台０４７９‐２２‐８８２２〒２８８‐０８３６ 千葉県銚子市松岸町３‐２７３‐１松 岸 支 店

１台０４７９‐２５‐５７００〒２８８‐０８１５ 千葉県銚子市三崎町１‐１５６‐４三 崎 支 店

１台０４７９‐２２‐４１１１〒２８８‐０００７ 千葉県銚子市愛宕町３５２０‐６愛 宕 支 店

１台０４７９‐２２‐３７１０〒２８８‐０００２ 千葉県銚子市明神町２‐３０９‐５川 口 支 店

２台０４７９‐２２‐３７３７〒２８８‐００６６ 千葉県銚子市和田町７‐８清 水 支 店

１台０４７９‐２２‐４３３３〒２８８‐００５６ 千葉県銚子市新生町１‐４５‐２３新 生 支 店

３台０４７９‐２２‐５３００〒２８８‐００４３ 千葉県銚子市東芝町１‐１５本 店

ATM電 話住 所店 名

〒288-0043 千葉県銚子市東芝町1-15

TEL：0479-22-5335（代表）

http : //www.choshi‐shoko.co.jp

店外ATM店

銚子市役所

潮来市
神栖市
稲敷市の一部
（余津谷、清久島、橋向、押砂、曲渕、四ッ谷、

六角、結佐、佐原組新田、手賀組新田、八千石、

神崎神宿、野間谷原、神崎本宿、阿波崎新田、

下須田新田、今、伊佐部、阿波崎、下須田、

釜井、上須田、飯島、上之島、西代、八筋川、

境島、大島、三島、本新、石納、佐原下手、

脇川、中島、幸田、市崎、福田、東大沼、町田、

清水、新橋、佐原、光葉）

茨 城 県

銚子市 松戸市 香取郡
旭 市 流山市 山武郡
香取市 野田市 印旛郡
匝瑳市 八街市
東金市 印西市
山武市 白井市
成田市 富里市
我孫子市
柏市
千葉市の一部
（緑区土気町、大椎町、大木戸町、小山町、越智町、

高津戸町、大高町、上大和田町、小食土町、

板倉町、下大和田町、あすみが丘１丁目～９丁目）

千 葉 県

店舗一覧表（事務所の名称・所在地・自動機器設置状況） （平成１９年４月１日現在） 地区一覧 （平成１９年４月１日現在）

索 引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」等で規定されております法定開示項目です。

■ごあいさつ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

【概況・組織】

事業方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

＊事業の組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

＊役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）・・・・・・・・４

総代会について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

＊店舗一覧（事務所の名称・所在地）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

自動機器設置状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

地区一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

組合員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

子会社の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

【主要事業内容】

＊主要な事業の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２

＊信用組合の代理業者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取扱いなし

【業務に関する事項】

＊事業の概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

＊経常収益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

業務純益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊経常利益（損失）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊当期純利益（損失）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊出資総額、出資総口数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊純資産額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊総資産額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊預金積金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊有価証券残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊単体自己資本比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊出資配当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

【主要業務に関する指標】

＊業務粗利益および業務粗利益率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支・・・・・・・・・・・・１０

＊ 資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘・・・・・・・・・・・・１１

＊受取利息、支払利息の増減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

役務取引の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

その他業務収益の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

経費の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

＊総資産経常利益率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

＊総資産当期純利益率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

【預金に関する指標】

＊預金種目別平均残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

＊定期預金種類別残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

預金者別預金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

財形貯蓄残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

職員１人当り預金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

１店舗当り預金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

【貸出金等に関する指標】

＊貸出金種類別平均残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊貸出金金利区分別残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額・・・１３

＊貸出金使途別残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊貸出金業種別残高・構成比・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊預貸率（期末・期中平均）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

消費者ローン・住宅ローン残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

代理貸付残高の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

職員１人当り貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

１店舗当り貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

【有価証券に関する指標】

＊商品有価証券の種類別平均残高・・・・・・・・・・・取扱いなし

＊有価証券種類別残存期間別残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊有価証券の種類別平均残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊預証率（期末・期中平均）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

【経営管理体制に関する事項】

＊法令等遵守体制・リスク管理体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

＊リスク管理体制（自己資本の充実の状況について・

バーゼル�に関する事項）・・・・１５．１６．１７．１８．１９．２０．２１

【財産の状況】

＊ 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書・・・・６．７．８．９

＊リスク管理債権及び同債権に対する保全額・・・・・・・・・・・・・・１４

（１）破綻先債権

（２）延滞債権

（３）3か月以上延滞債権

（４）貸出条件緩和債権

＊金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額・・・・・・・・・・・・・１４

＊自己資本充実状況（自己資本比率明細）・・・・・・・・・・・１０

＊有価証券、金銭の信託等の評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

外貨建資産残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

オフバランス取引の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

先物取引の時価情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

オプション取引の時価情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・取扱いなし

＊貸倒引当金（期末残高・期中増減額）・・・・・・・・・・・・・・・・１３

＊貸出金償却の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性・・・・・・・・・９

＊会計監査人による監査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９

【その他の業務】

内国為替取扱実績 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

外国為替取扱実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

公共債窓販実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

公共債引受額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

手数料一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３

【その他】

当組合の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

沿革・歩み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

【地域貢献に関する事項】

地域に貢献する信用組合の経営姿勢・・・・・・・・・・・・・・２４

預金・融資を通じた地域貢献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４

取引先への支援状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５

地域・業域・職域サービスの充実・・・・・・・・・・・・・・・・２６．２７

文化的・社会的貢献に関する活動・・・・・・・・・・・・・・２６．２７
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